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デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社 

  



貸 借 対 照 表 
（令和５年３月31日現在） （単位：百万円）  

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

  

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

営 業 投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

 

  

32,037 

4,322 

19,884 

5,184 

2,646 

14,694 

1,643 

1,226 

417 

3,254 

2,753 

471 

28 

9,796 

521 

7,996 

1,123 

154 

 

流 動 負 債 22,631 

買 掛 金 14,437 

未 払 金 1,844 

グ ル ー プ フ ァ イ ナ ン ス 預 り 金 3,337 

賞 与 引 当 金 1,548 

役 員 賞 与 引 当 金 50 

L S P 引 当 金 485 

未 払 法 人 税 等 409 

契 約 負 債 351 

そ の 他 167 

固 定 負 債 735 

長 期 未 払 金 458 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 166 

繰 延 税 金 負 債 110 

負 債 合 計 23,366 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 20,995 

資 本 金 4,031 

資 本 剰 余 金 5,069 

資 本 準 備 金 2,471 

そ の 他 資 本 剰 余 金 2,597 

利 益 剰 余 金 11,894 

そ の 他 利 益 剰 余 金 11,894 

繰 越 利 益 剰 余 金 11,894 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,369 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2,369 

純 資 産 合 計 23,364 

資 産 合 計 46,731 負 債 純 資 産 合 計 46,731 
 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）



 損 益 計 算 書 

 ( 
自 令和４年４月１日 

 至 令和５年３月 31日 ) （単位：百万円）  

科 目 金 額 

収 益  29,020 

売 上 原 価  4,877 

売 上 総 利 益  24,142 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  20,388 

営 業 利 益  3,754 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 17  

受 取 配 当 金 1,148  

そ の 他 153 1,319 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 32  

そ の 他 5 37 

経 常 利 益  5,036 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 737 737 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6  

減 損 損 失 87  

固 定 資 産 除 却 損 15  

そ の 他 52 163 

税 引 前 当 期 純 利 益  5,610 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,010  

法 人 税 等 調 整 額 113 1,123 

当 期 純 利 益  4,487 
 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

市場価格のない株式等以外のもの 

当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（2）投資事業組合への出資金 

組合契約に規定される決算報告日に応じて、入手可能な最近の決算書を基礎とした損益帰

属方式により取り込む方法によっております。当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 

法人税法の定めと同一の基準による定率法（ただし、建物及び平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については法人税

法の定めと同一の基準による定額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物    ３～39年 

器具備品  ３～20年 

(2) 無形固定資産       定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用

可能期間（主に５年）に基づく定額法を採用し、市場販売目的のソフ

トウエアについては、主に見込販売可能期間（３年）に基づく定額法

を採用しております。また、のれんについては、投資効果の発現する

期間（主に５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。 

（2）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき

計上しております。 

（3）役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員に対して支給する退職金の支出に充てるため、当事業年度における支給

見込額に基づき計上しております。 

（4）LSP引当金 

従業員に対して支給する総合型福利厚生プログラム（ライフサポートプログラム）の支出に充て

るため、当事業年度末におけるカフェテリアポイント残高に当事業年度の利用実績レートを掛け

た金額を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

(1)メディアサービス売上高及びメディアサービス売上原価の計上基準 

当社は顧客に対して広告に関連するサービス提供しており、主に各種媒体における広告業

務の取り扱いや広告制作物の制作を行っております。 

各種媒体における広告業務の取り扱いや広告制作物の制作に関しては、主に媒体に広告出

稿がされた時点や広告制作物を納品した時点でそのサービスに対する支配が顧客に移転し、

当社の履行義務が充足されることから、その時点で収益を認識しております。 

また、各種媒体における広告業務については、顧客への財又はサービスの提供において当

社がその財又はサービスを支配しておらず、代理人に該当する取引であるため、顧客から受領

する対価から関連する原価を控除した純額、あるいは手数料の金額を収益として認識しておりま

す。 

(2)受注制作のソフトウエアに係る収益及び費用の計上基準 

一定の期間にわたって充足される履行義務の場合、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、

当該進捗度に応じて収益を認識しております。一定の期間にわたり充足されるものでない場合

には、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

５.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保資産 

担保に供している資産 

定期預金 
14  

百 万

円 

担保付債務 

 買掛金 42  
百 万

円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,462  百 万

円 
 

３．債務保証  

次の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。  

保証先  金額（百万円） 内容 

 ㈱プラットフォーム・ワン 9 仕入債務 
 

 

４．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権 895 
百 万

円 

長期金銭債権 100 
百 万

円 

短期金銭債務 3,698 
百 万

円 

 

５．取締役に対する長期金銭債務 282  百 万

円 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）   

投資有価証券評価損 623 百万円 

減価償却費超過額 218 百万円 

未払賞与・賞与引当金 308 百万円 

長期未払金 140 百万円 

未払事業税 48 百万円 

役員退職慰労引当金 36 百万円 

LSP引当金 148 百万円 

その他 157 百万円 

繰延税金資産小計 1,681 百万円 

評価性引当額 △759 百万円 

繰延税金資産合計 922 百万円 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △1,033 百万円 

繰延税金負債合計 △1,033 百万円 

繰延税金負債の純額 △110 百万円 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社  

種 類 
会社等の 

名称 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 

関 係 内 容 

取引の内容 
取 引 金 額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の 関 係 

親会社 

㈱博報堂

D Y ホ ー

ルディン

グ ス 

10,790 

広告主等に対

しマーケティン

グ・コミュニケー

ションサービス

全般の提供を

行う子会社の経

営管理等 

（被所有） 

間接 

100％ 

役員 

１名 

経 営 指 導

等、資金の

貸借 

グループファイ

ナ ン ス 

( 注 ) 

 

 

- 

 

 

グループファイ

ナン ス預 り 金 

( 注 ) 

2,085 

 
（注） グループファイナンスによる利率については、市場金利を勘案して決定しております。なお、 

この取引に係る金額については、反復かつ継続的に行っているため記載を省略しております。 

 

２．子会社及び関連会社 

種 類 
会社等の 

名称 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 

関 係 内 容 

取引の内容 

取引金

額 

(百万

円) 

科 目 

期末残

高 

(百万

円) 

役員の 

兼任等 

事業上 

の 関 係 

子会社 
㈱トーチ

ラ イ ト 
50 

オ ウ ン ド 

メ  ディアと

広告  を中

心 と し た 

ソーシャル

メ ディアの

活用  支援

サービス事

業 

100％ 

 

 － 

 

当  社 

の イ ン 

タ  ー 

ネ  ッ  ト 

広  告 

の  取 

引  先 

で  あ  り

ます。 

グループ

ファイナン

ス 

( 注 ) 

 

 

- 

 

 

グループ

ファイナン

ス 預 り 金 

( 注 ) 

738 

（注） グループファイナンスによる利率については、市場金利を勘案して決定しております。なお、 

この取引に係る金額については、反復かつ継続的に行っているため記載を省略しております。 
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３．兄弟会社等 

種 類 
会社等の 

名称 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 

関 係 内 容 

取引の内容 
取 引 金 額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の 関 係 

親会社の

子会社 

㈱博報堂

DYメディ

アパー ト

ナ ー ズ 

9,500 広告業 

（被所有） 

直接 

 9.2％ 

間接 

37.9％ 

役員 

5名 

当社のイン

ターネッ ト

広 告 の 取

引先であり

ます。 

 

販売代行高等 

手数料受取額 

(注)2 

 

142,648 

457 

 

売 掛 金 

買 掛 金 

 

13,944 

497 

 

親会社の

子会社 
㈱博報堂 35,848 広告業 

－ 

 

役員 

1名 

 

当社のイ

ン タ ー

ネッ ト広

告 の 取

引先であ

ります。 

 

販売代行高等 

(注)2 

1,422  売 掛 金 531 

親会社の

子会社 

㈱ ア イ

レ ッ プ 
550 

リスティング広

告、SEO、Web

解 析 な ど の

SEM関連サー

ビス事業 

－ 
役員 

3名 

当社のイン

ターネッ ト

広 告 の 取

引先であり

ます。 

 

販売代行高等 

手数料受取額 

(注)2 

 

84,716 

5,277 

 

売 掛 金 

買 掛 金 

 

799 

5,083 

 

（注）１．上記金額のうち取引金額は消費税等を含めず、期末残高は消費税等を含め表示しております。 

２．取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 435円50銭 

１株当たり当期純利益 83円64銭 

 

 
以 上 

 


